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電気通信紛争処理委員会（第１５５回）議事録 

 
 
１ 日時 

平成２７年１１月２７日(金) 午前１０時から午前１１時２５分 
 
２ 場所 

第１特別会議室（総務省８階） 
 
３ 出席者（敬称略） 

（1）委員 
中山 隆夫（委員長）、荒川 薫（委員長代理）、小野 武美、平沢 郁子、山本 和彦

（以上５名） 
（2）特別委員 

荒井 耕、加藤 寧、近藤 夏、白井 宏、森 由美子、若林 亜理砂、若林 和子 
（以上７名） 
（3）事務局 

杉山 茂 事務局長、清水 智之 参事官、三島 由佳 紛争処理調査官、 
梅澤 信司 上席調査専門官、市川 憲史 上席調査専門官 

 
４ 議題及び議事概要 

（1）電気通信事業分野における競争状況の評価２０１４について【公開】 
（2）電気通信紛争処理委員会令の一部改正について【公開】 
（3）電気通信紛争処理マニュアルの改訂について【公開】 
（4）あっせん終了案件について【非公開】 
 
※議題（4）は、会議を公開することにより、当事者又は第三者の権利、利益を害するおそ

れがあるため、電気通信紛争処理委員会運営規程第１６条第１項の規定に基づき非公開で

開催し、同規程第１７条第１項及び第１８条第１項の規定に基づき、会議の議事録及び使

用した資料を非公開とする。 
 
５ 議事内容 

＜開会＞ 

【中山委員長】ただ今から第１５５回電気通信紛争処理委員会を開催いたします。 
 本日は、委員全員が出席されていますので定足数を満たしております。また、特別委員
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７名のご出席をいただいております。 
 お手元の議事次第に従いまして議事を進めて参りますが、議題１から３については公開

といたします。議題４については、事業間交渉の情報などを含むため、当事者または第三

者の権利・利益を保護する観点から、当委員会運営規程第１６条第１項の規定により非公

開とし、同規程第１７条第１項及び第１８条第１項により、議事録及び資料は非公開とし

ます。従いまして、傍聴者の皆様方には、非公開とする議事が始まる前にご退室いただき

ますので、よろしくお願い申し上げます。 
 
＜議題（１）電気通信事業分野における競争状況の評価２０１４について＞【公開】 

【中山委員長】それでは、議題１、電気通信事業分野における競争状況の評価２０１４に

ついて、総合通信基盤局電気通信事業部事業政策課、堀内調査官から説明をお願いいたし

ます。堀内調査官には、お忙しいところ誠にありがとうございます。それではよろしくお

願い申し上げます。 
【堀内調査官】ただいまご紹介いただきました事業政策課調査官の堀内と申します。お手

元の資料１５５－１に基づき、「電気通信事業分野における競争状況の評価２０１４」の概

要について、ご説明いたします。資料が大部となっておりますので、ポイントを絞ってご

説明させていただきたいと存じます。また、参考資料として「競争評価２０１４」の冊子、

お手元の黄色い冊子になります。こちらのほうをお配りしてございますので、別途ご覧い

ただければ幸いと存じます。 
 それでは、１ページをご覧ください。競争評価の概要でございます。電気通信事業分野

における競争状況の評価は、２００３年の電気通信事業法改正により、規制の体系が事前

規制から事後規制を基本とする枠組みに転換されたことを踏まえ、急激な変化を続ける市

場動向を的確に把握するための手段として導入したものです。経年的なデータの定期的な

分析を行う定点的評価と、毎年異なるテーマに焦点を当てて分析を行う戦略的評価から構

成され、評価に当たっては、「競争評価アドバイザリーボード」という経済学や経済法等の

専門家９名からなる会議体の助言をいただいております。評価結果については公表すると

ともに、政策立案の基礎データとして活用してきました。 
 ２ページをご覧ください。電気通信事業と競争評価でございます。これまでの競争政策

の流れと市場動向、競争評価のテーマについて整理したものでございますが、時々の政策、

あるいは市場動向に照らしたテーマを設定し、競争評価を行ってきました。 
 ３ページをご覧ください。「競争評価２０１４」のポイントでございます。昨年１２月、

競争政策の見直し等に係る情報通信審議会答申「２０２０年代に向けた情報通信政策の在

り方」において、新たな市場動向を踏まえつつ、これまで市場支配力の有無等を中心に分

析・評価してきた競争評価と、非対称規制を中心に運用してきたブロードバンド普及促進

のための公正競争レビュー制度をさらに充実・発展させ、市場動向を分析・検証する新た

なツールとして位置づける方針が示されました。 
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 当該方針を踏まえ、２０１４年度の競争評価は、新たな市場動向の把握と今後の政策転

換への反映を重視し、競争政策等の展開に当たり総務省として留意すべき事項を競争政策

等留意事項として整理するとともに、現行の市場分析・評価の仕組みとしては最後の取り

組みとして位置づけ、２０１５年度以降開始予定の新たな分析・検証の仕組みへの橋渡し

を視野に入れたものとしております。 
 ４ページをご覧ください。ここからは移動系通信市場の概要をご説明いたします。まず、

移動系通信市場の動向でございます。２０１４年度末の携帯電話、ＰＨＳ及びＢＷＡの合

計である移動系通信の契約数は１億５,７２２万で、前年度末比プラス５.０％の増加。また、

移動系通信の内数である携帯電話の契約数は１億４,９９８万で、前年度末比プラス５.４％

と増加しております。移動系超高速ブロードバンドに位置づけられる３.９世代携帯電話の

契約数は６,７７８万で、前年度末比プラス４６.０％と伸び、携帯電話の契約数に占める割

合は４４.４％となっております。 
 ５ページをご覧ください。移動系通信のシェア及び市場集中度でございます。２０１４

年度末の移動系通信のグループ別契約数シェアは、ＮＴＴドコモは４２.４％で、前年度末

比プラス０.２ポイント、ＫＤＤＩグループは２８.６％で、前年度末比プラス０.５ポイント

の増加、ソフトバンクグループは２９.０％で、前年度末比マイナス０.７ポイントの減少と

なっております。ＮＴＴドコモのシェアがわずかに増加に転じておりますが、契約数には

ＭＶＮＯへの提供回線数も含まれており、この増加が必ずしもエンドユーザーとの契約で

見た場合のシェアの増加を意味するものではないことなどから、市場支配力の評価に当た

っては、後ほど述べます収益シェアについても考慮する必要があります。 
 グループ別に見た移動系通信市場全体の市場集中度は３,４５５であり、ほぼ横ばいで推

移しております。また、グループ別に見た保有周波数はソフトバンクグループが最も多く、

移動系通信契約数はＮＴＴドコモが最も多い状況です。 
 ６ページをご覧ください。携帯電話に係る収益シェア及び端末設備シェアでございます。

２０１４年度末の携帯電話に係る首位であるＮＴＴドコモは、契約数シェアの他、収益シ

ェア及び端末設備シェアにおいても４０％を超過しております。収益シェアと端末設備シ

ェアについては、それぞれ電気通信事業法第３０条に基づく禁止行為規制、同法第３４条

に基づく第二種指定電気通信設備制度における指定の基準に用いられております。ＮＴＴ

ドコモの収益シェアは引き続き減少傾向であり、２位以下の事業者との格差が縮小してい

る状況です。 
 ７ページをご覧ください。移動系通信各社の新料金プランでございます。従来、ＭＮＯ

各社のスマートフォン向けデータ通信料金は、基本的に月額７ギガバイトが上限となって

いた他、利用者の利用実態に応じた多段階のプランは設定されておりませんでした。こう

した中、２０１４年６月以降、ＭＮＯ各社はデータ通信に係る料金プランの多段階化と通

話定額制などの組み合わせを内容とする新料金プランを導入しました。ＮＴＴドコモ、Ｋ

ＤＤＩ、ソフトバンクモバイルでは、家族等でデータ通信容量を実質的に融通できるとい
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う特徴もございます。しかしながら、いずれも通信定額料金を含む基本料が２,７００円と

なっているなど、おおむね横並びとなっております。 
 ８ページをご覧ください。新料金プランの利用割合と選択理由でございます。利用者ア

ンケートのデータでございますが、新料金プラン利用者のデータ通信のプラン別契約割合

は、２ギガバイト上限が４４.７％と半数近くを占め、次いで１０ギガバイト上限が１４.
３％となっております。また、新料金プラン利用者の２７.７％がデータシェアプランを利

用しており、そのうち複数回線を２人以上でシェアしている者は２１.８％でした。新料金

プランの選択理由については、「音声通話定額を利用したいから」が４０.３％と最多となっ

ております。 
 ９ページをご覧ください。移動系通信各社のＡＲＰＵの推移でございます。ＮＴＴドコ

モは４,３７０円で、前年度末比マイナス１３０円、ＫＤＤＩは４,５５０円で、前年度末比

プラス５０円、ソフトバンクモバイルは４,２３０円で、前年度末比マイナス２２０円とな

っております。 
 １０ページをご覧ください。ＭＶＮＯサービスの動向でございます。移動通信分野にお

ける更なる競争促進を図り、一層多様かつ低廉なサービスの提供による利用者利益の実現

を図るため、また、電波の公平かつ能率的な利用を確保するためには、ＭＶＮＯの参入促

進が必要不可欠となります。２０１４年度末のＭＮＯであるＭＶＮＯの契約数を除くＭＶ

ＮＯサービスの契約数は９５２万で、前年度末比プラス２８.９％と増加傾向であり、移動

系通信の契約数に占めるＭＶＮＯサービスの比率は６.１％で、前年度末比プラス１.１ポイ

ントと増加傾向となっております。また、ＭＮＯであるＭＶＮＯを除く事業者数は１８１

社で、前年度末比プラス２５社と、契約数と同様に増加傾向となっております。 
 １１ページをご覧ください。ＭＶＮＯに関する認知度等でございます。利用者アンケー

トのデータでございますが、ＭＶＮＯの認知度は６９.５％で、前年度末比プラス２０.１ポ

イントと上昇しております。また、ＭＶＮＯの今後の利用意向がある社のうち、音声・デ

ータともに利用したいとする者は５６.３％で最多となっております。ＭＶＮＯサービスの

利用者がＭＶＮＯサービスを利用する理由は、「月額利用料金の安さ」が５６.６％、「初期

費用の安さ」が３０.３％となっているなど、料金面が大半を占めております。 
 １２ページをご覧ください。ＭＮＯによる新料金プラン提供開始以降のＭＶＮＯの新規

参入等でございます。ＭＮＯが新料金プランの提供を開始した２０１４年６月以降、ＭＶ

ＮＯにおいても新規参入の動きがあり、利用者の選択肢の拡大に寄与しております。１例

として、２０１４年６月にはケイ・オプティコムがＫＤＤＩの回線を利用したサービスで

ある「ｍｉｎｅｏ」の提供を開始し、また、同年８月には、ＫＤＤＩがＭＶＮＯ子会社で

あるＫＤＤＩバリューイネイブラーを立ち上げ、同年１２月から「ＵＱ ｍｏｂｉｌｅ」を

提供しております。ＮＴＴドコモの回線を利用するＭＶＮＯについても、フュージョン・

コミュニケーションズ、ニフティ、カルチュア・コンビニエンス・クラブなどによる参入

が行われております。 
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 １３ページをご覧ください。ＭＮＯによる新料金プラン提供開始以降のＭＶＮＯの料金

値下げ等でございます。ＭＶＮＯ各社は直接的な料金値下げの他、実質的な料金値下げと

なるデータ通信増量を実施しております。主な例を記載しておりますが、データ通信プラ

ンにおいて、月１,０００円程度で利用可能なデータ容量は、２０１４年度当初では１ギガ

バイトであったものが、２０１５年７月時点では３ギガバイトが一般的となっております。 
 １４ページをご覧ください。ＭＶＮＯのサービス・料金の概要でございます。主な例を

記載しておりますが、ＭＮＯの料金プランに比べ、データ通信量の上限が低いものの、月

額料金が安いものが多くなっております。 
 １５ページをご覧ください。データ通信料金に関する月額料金別のデータ通信量の比較

でございます。データ通信料金について、音声利用可能な端末用のプランとデータ通信専

用端末用のプランごとに、月額料金別のデータ通信量の経年変化を比較したものとなりま

す。ＭＮＯについては、新料金プランの提供に伴うデータ通信上限量の多段階化が行われ

ており、ＭＶＮＯについては料金値下げやデータ通信上限量の引き上げが行われたことが

伺えます。 
 １６ページをご覧ください。移動系通信端末でのサービス利用状況でございます。利用

者アンケートのデータでございますが、移動系通信端末での１週間当たりのインターネッ

ト利用時間は、利用者全体と移動系超高速ブロードバンドサービス利用者では、超高速サ

ービス利用者の方がインターネットの利用時間が長い傾向にあります。ただし、利用者全

体では平均利用時間が前年度末比で増加しているものの、超高速サービス利用者の平均利

用時間は減少しております。また、１か月当たりのデータ通信利用量は、利用時間と同様

に、利用者全体よりも超高速サービス利用者の方が多い傾向にあるものの、両者の差は小

さくなっております。これらの要因として、移動系超高速ブロードバンドの普及が進み、

同利用者としてライトユーザーが増加したことが考えられます。 
 １７ページをご覧ください。ＭＮＰ、いわゆる番号ポータビリティの利用状況でござい

ます。直近２年間のＭＮＰ利用数は、２０１３年度第４四半期が最大の約２６０万となっ

ておりますが、次の２０１４年度第１四半期では、各社のキャッシュバックの収束等によ

り約３分の１に減少しております。その後は、携帯電話とＰＨＳ間の番号ポータビリティ

開始等を背景に増加傾向を示しております。 
 １８ページをご覧ください。ＳＩＭロック解除の普及状況でございます。総務省では海

外渡航時やＭＮＰの利用時など、利用者の要望を踏まえ、２０１０年６月に「ＳＩＭロッ

ク解除に関するガイドライン」を策定しました。これを受け、２０１１年度から事業者に

よるＳＩＭロック解除の実質的な取組が開始されたところです。事業者アンケートのデー

タですが、２０１４年度末におけるＳＩＭロック解除可能な端末の種別数は、当該年度に

発売された種別数８２のうち３２、比率で申し上げますと３９％となっております。 
 また、利用者アンケートのデータですが、ＳＩＭロックの認知度は、「聞いたことはある」

も含めれば約８３％と上昇しております。総務省では、２０１４年１２月に「ＳＩＭロッ
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ク解除ガイドライン」を改正し、２０１５年５月１日以降新たに発売される端末について

は、原則無料でＳＩＭロック解除を行うこととしております。移動系通信については以上

です。 
 続きまして、固定系ブロードバンド市場の概要をご説明します。１９ページをご覧くだ

さい。固定系ブロードバンド市場の動向でございます。２０１４年度末のＦＴＴＨ、ＤＳ

Ｌ、ＣＡＴＶインターネット及びＦＷＡの合計である固定系ブロードバンド市場の総契約

数は３,６８０万で、前年度末比プラス２.７％と引き続き増加傾向にあります。ＦＴＴＨの

契約数は２,６６１万で、前年度末比プラス５.１％と増加し、固定系ブロードバンド契約数

の７２.３％を占めております。なお、ＦＴＴＨ契約数の増加率は近年鈍化してきている状

況です。 
 ＦＴＴＨ及び通信速度下り３０Ｍｂｐｓ以上のＣＡＴＶインターネットの合計である固

定系超高速ブロードバンド市場の契約数は２,９７０万で、前年度末比プラス５.７％と増加

傾向にあり、固定系ブロードバンド市場に比べ、高い増加率となっております。 
 ２０ページをご覧ください。固定系ブロードバンド市場のシェア及び市場集中度でござ

います。２０１４年度末の固定系ブロードバンド市場の契約数におけるＮＴＴ東西のシェ

アは５４.２％で、前年度末比マイナス０.４ポイントと減少しております。事業者別シェア

を東日本地域と西日本地域別に見ると、東日本地域ではＮＴＴ東日本が５７.２％で、前年

度末比マイナス１.２ポイントと減少し、西日本地域ではＮＴＴ西日本が５０.９％で、前年

度末比プラス０.５ポイントの増加となっております。東日本地域ではＫＤＤＩグループの

シェアが大きく、西日本地域ではＫＤＤＩグループと電力系事業者のシェアが大きい状況

となっております。固定系ブロードバンド市場の市場集中度は３,４９５で、前年度末比マ

イナス５、地域別に市場集中度を見ると、競争事業者のシェアが大きい西日本に比べて東

日本が高い傾向にあります。 
 ２１ページをご覧ください。固定系超高速ブロードバンド市場のシェア及び市場集中度

でございます。２０１４年度の固定系超高速ブロードバンド市場におけるＮＴＴ東西のシ

ェアは６３.０％で、前年度末比マイナス１.３ポイントと減少しております。固定系超高速

ブロードバンドに含まれないＤＳＬ等のサービスを除くため、ＦＴＴＨ等を提供している

事業者のシェアが固定系ブロードバンド全体に比べて高くなりますが、特にＦＴＴＨで大

きなシェアを持つＮＴＴ東西は、固定系ブロードバンド全体に比べ、プラス８.８ポイント

となっております。 
 事業者別シェアを東日本地域と西日本地域別に見ると、東日本地域ではＮＴＴ東日本が

６７.９％で、前年度末比マイナス１.８ポイント、西日本地域ではＮＴＴ西日本が５７.８％

で、前年度末比マイナス０.４ポイントと、ＮＴＴ東西ともにシェアが減少しております。

東日本地域ではＫＤＤＩグループのシェアが大きく、西日本地域では電力系事業者のシェ

アが大きい状況となっております。 
 固定系超高速ブロードバンド市場の市場集中度は４,４３９で、ＮＴＴ東西以外の事業者
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シェアが伸びていることもあり、前年度末比マイナス１４３と減少傾向にあります。地域

別に市場集中度を見ると、固定系ブロードバンド市場と同様、競争事業者のシェアが大き

い西日本に比べ、東日本が高い傾向にあります。 
 ２２ページをご覧ください。ＦＴＴＨ市場のシェア及び市場集中度でございます。２０

１４年度末のＦＴＴＨ市場の契約数におけるＮＴＴ東西のシェアは７０.３％で、前年度末

比マイナス１.０ポイントと減少傾向にあります。事業者別シェアを東日本地域と西日本地

域別に見ると、東日本地域ではＮＴＴ東日本が７６.０％で、前年度末比マイナス１.４ポイ

ント、西日本地域ではＮＴＴ西日本が６４.３％で、前年度末比マイナス０.３ポイントとな

っており、西日本地域ではＮＴＴ西日本以外の競争事業者のシェアが高い傾向にあります。

ＦＴＴＨ市場の市場集中度は５,２６７で、ＮＴＴ東西以外の競争事業者のシェアが伸びて

きたことから、前年度末比マイナス１３８と減少傾向にあります。地域別に市場集中度を

見ると、競争事業者のシェアが大きい西日本に比べ、東日本が高い傾向にあります。 
 ２３ページをご覧ください。ＦＴＴＨサービス契約数シェアの５年間の変化でございま

す。直近５年間におけるＮＴＴ東西、ＫＤＤＩグループ、電力系事業者の契約数シェアの

推移を地域ブロック別に見ると、ＫＤＤＩグループが全国、特に北海道・東北・沖縄にお

いてシェアを拡大している一方、ＮＴＴ東西は全国で、また電力系事業者も近畿を除く西

日本地域で、それぞれシェアを低下させています。２０１４年度末のＦＴＴＨ市場におけ

るＮＴＴ東西の純増数シェアは５１.７％で、２００９年度末比マイナス２４.４ポイントと

大きく減少し、契約数の純増数におけるＮＴＴ東西と競争事業者の差が小さくなっている

ことが、ＦＴＴＨ市場におけるＮＴＴ東西の契約数シェアの減少にあらわれております。 
 ２４ページをご覧ください。地域ブロック別の設備競争・サービス競争の状況でござい

ます。固定系超高速ブロードバンドの設備はおおむね整備され、完全未提供の市町村数は

全体の２.４％、その多くは山間部、離島という状況です。設備整備事業者数別の状況は「１

者」が最も多く４７.２％であり、１者の設備しか整備されていない市町村数が約半数を占

めていることから、設備競争が進展しているとは言い難い状況にあります。 
 地域別の設備競争の状況を見ると、北海道・東北は低調、近畿は著しく活発であると言

えます。一方で、サービス提供事業者数別の状況は、「１者」が最も多く３６.４％、次いで

「３者以上」が３２.９％となっています。ほぼ全ての地域で「２者」または「３者以上」

の割合が増加し、特に関東では「３者以上」が５６.４％となっており、設備競争の状況に

比べ、競争が進展しております。 
 ２５ページをご覧ください。主要な固定系ブロードバンドサービスの利用料金と通信速

度でございます。主な料金プランの価格帯は、ＦＴＴＨが３,０００円から６,８００円、Ｃ

ＡＴＶインターネットが１,７００円から６,３００円、ＡＤＳＬが１,８００円から６,４０

０円となっております。ＦＴＴＨの料金については、各社とも基本料金の値下げや割引キ

ャンペーンを積極的に展開しており、低廉化の傾向にあります。 
 各サービスの最大通信速度、ベストエフォートを見ますと、ＦＴＴＨは１００Ｍｂｐｓ、
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２００Ｍｂｐｓ、１Ｇｂｐｓ、及び２Ｇｂｐｓの速度プランを、ＡＤＳＬは０.５Ｍｂｐｓ

から５０Ｍｂｐｓ、ＣＡＴＶインターネットは１Ｍｂｐｓから１６０Ｍｂｐｓの範囲内で

多岐にわたる速度プランを提供しております。なお、ＣＡＴＶインターネットにおいては、

Ｊ：ＣＯＭが２０１５年１月以降、一部の地域で最大３２０Ｍｂｐｓとなるサービスの増

速を実施しております。固定系ブロードバンド市場については以上です。 
 続きまして、固定系超高速ブロードバンドに関する事業者間連携サービスのうち、ＮＴ

Ｔ東西によるサービス卸についてご説明します。２６ページをご覧ください。ＮＴＴ東西

によるサービス卸に関する動向でございます。２０１５年２月、ＮＴＴ東西はＦＴＴＨサ

ービスを卸電気通信役務として他の事業者に提供し、当該他の事業者がエンドユーザーに

対してＦＴＴＨサービスを提供するサービス卸を開始しました。多くの事業者が移動系通

信サービスとのセット販売を行い、他サービスとのセット割引を通じて利用者に料金面の

メリットを訴えるものとなっております。 
 ＦＴＴＨサービスと移動系通信サービスとのセット割引の代表的なものとして、ＮＴＴ

ドコモによる「ドコモ光」とのセット割引や、ソフトバンクによる「ＳｏｆｔＢａｎｋ光」

とのセット割引が挙げられます。ＩＳＰについても、当該ＩＳＰが運営するＭＶＮＯサー

ビスとのセット割引を提供する例が多くなっております。 
 ２７ページをご覧ください。サービス卸の利用に伴う固定系ブロードバンドサービスの

事業者変更でございます。利用者アンケートのデータでございますが、固定系ブロードバ

ンドの事業者変更の状況は、これまでＮＴＴ東西のＦＴＴＨを利用していた者が８５.６％、

ＮＴＴ東西以外のＦＴＴＨ事業者からの変更は４.６％、ＡＤＳＬからの変更は３.４％、Ｃ

ＡＴＶインターネットからの変更は１.７％でした。サービス卸の固定系ブロードバンドに

おける実質的な事業者変更の影響は、少なくとも初動段階においては大きいものとは言え

ないと考えられます。 
 ２８ページをご覧ください。サービス卸の利用に伴う移動系通信の事業者変更でござい

ます。利用者アンケートのデータでございますが、移動系通信の事業者変更の状況は、事

業者変更を行った者は１４.１％であり、「ドコモ光」の選択者で見ると１４.８％が事業者

を変更、「ＳｏｆｔＢａｎｋ光」の選択者で見ると４６.２％が事業者を変更しております。

変更を行った者が変更前後に利用していた、または利用している移動系通信事業者を見る

と、卸利用ＦＴＴＨサービスの提供を行っていないＫＤＤＩから、ＮＴＴドコモやソフト

バンクモバイルへと利用者が移動していることが見てとれます。 
 サービス卸は、特に固定・移動連携サービスを通じ、移動系通信における事業者変更を

一定程度もたらしている状況がわかります。なお、卸利用ＦＴＴＨサービスの利用者のう

ち、移動系通信に関してＮＴＴドコモとソフトバンクモバイルを利用する者の多くは、卸

利用ＦＴＴＨサービスについても、両社が提供するサービスを選択している状況です。 
 ２９ページをご覧ください。サービス卸の利用に伴うＩＳＰの事業者変更でございます。

利用者アンケートのデータでございますが、ＩＳＰの事業者変更の状況は、事業者変更を
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行った者は２３.６％であり、「ドコモ光」の選択者で見ると２７.２％が事業者を変更、「Ｓ

ｏｆｔＢａｎｋ光」の選択者で見ると４６.２％が事業者を変更しております。変更を行っ

た者が変更前後に利用していた、または利用しているＩＳＰを見ると、ＮＴＴドコモがド

コモ光の開始に合わせて立ち上げた「ドコモｎｅｔ」が変更後に２３.２％を占めており、

少なくとも初動段階においては最も有力なＩＳＰの１つとなっていることがわかります。

サービス卸は、「ＩＳＰ・アクセス回線分離型」から「ＩＳＰ・アクセス回線一体型」へと

いうＦＴＴＨサービスに関するビジネスモデルの主流形態の変更や、ＩＳＰにおける事業

者変更を相当規模でもたらしている状況がわかります。 
 ３０ページをご覧ください。競争政策等留意事項でございます。冒頭、２０１４年度の

競争評価は、新たな市場動向の把握と今後の政策展開への反映を重視し、競争政策等の展

開に当たり、総務省として留意すべき事項を競争政策等留意事項として整理している旨ご

説明いたしました。ここに記載した内容は、定点的評価及び戦略的評価の結果から導き出

された政策課題等について整理したものとなります。 
 総務省として政策的関心事項を網羅的に提示するものではありませんが、２０１４年度

の競争評価の結果を踏まえ、今後の総務省における競争政策及び料金政策等に関し、留意

して進めることとしております。１例をご紹介いたします。まず、移動系通信に関しまし

ては、ＮＴＴドコモの市場支配力の行使や、ＭＮＯ３グループが協調した市場支配力の行

使の有無について、禁止行為規制を含む第二種指定電気通信設備制度の運用状況を中心と

して検証を行っていく。ＭＮＯ３グループが協調して市場支配力を行使し得る地位にある

ことを踏まえ、引き続きＭＶＮＯの事業展開の更なる促進に取り組む。併せて、多様化す

るＭＶＮＯの実態をより的確に把握するための方策について検討する。 
 固定系データ通信の例でございます。固定系ブロードバンド市場に関し、ＮＴＴ東西の

市場支配力の行使や同社を含む複数事業者が協調した市場支配力の行使の有無について、

禁止行為規制を含む第一種指定電気通信設備制度の運用状況を中心として検証を行ってい

く。固定系ブロードバンド市場に関し、ＣＡＴＶインターネットの契約数が実質的に減少

傾向となっているところであり、ＦＴＴＨとＣＡＴＶインターネットの競争関係に留意し

つつ、引き続きその動向を注視する。説明は以上となります。 
【中山委員長】ありがとうございましただいまのご説明に関しまして、ご質問等ございま

したら、お願い申し上げます。 
【加藤特別委員】詳細なご説明、どうもありがとうございました。６ページについてちょ

っとお尋ねしたいのですが、左側の図で２００７年度から２０１４年度にかけて、ＮＴＴ

ドコモのシェアがコンスタントに低下しているように見てとれるんですけれども、これは

契約者数の減少によるものだけなのか、あるいはそれ以外にも原因があるのか、その点に

関して、もしおわかりでしたら教えていただければと思います。 
【堀内調査官】ＮＴＴドコモにつきましては、ＭＶＮＯに対する回線提供を多く行ってお

ります。ＭＶＮＯにつきましては、いわゆる格安スマホの提供のみならず、通信モジュー
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ルの提供というものも多く行われております。通信モジュールの提供につきましては、い

わゆる我々が携帯電話を使うときの料金とはかなり違い、単価が小さいものもありますの

で、そういったことも影響して収益シェアはだんだん下がってきているということかと思

われます。 
【加藤特別委員】ありがとうございました。 
【中山委員長】他にはいかがでございますか。 
【荒川委員長代理】先ほどの２０１５年５月１日以降に販売される端末について、原則無

料でＳＩＭロック解除を行うというのは、国民には何かアピールしているとか、わかりや

すく広報されているのでしょうか。 
【堀内調査官】総務省といたしまして、「ＳＩＭロック解除ガイドライン」の改正を行った

際に一定の広報を行っております。その効果がどの程度かということについて確定的なデ

ータを持ち合わせてはおりませんが、先ほど紹介いたしましたようにＳＩＭロックという

ものを聞いたことがあるというものも含めますと、かなり認知度が上がっているところで

ございます。 
 我々といたしましては、今回改正した「ＳＩＭロック解除ガイドライン」の改正内容に

照らしまして、各社が本年５月１日以降発売する端末につきましては、原則無料でＳＩＭ

ロック解除を行うということを求めております。ＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩ、ソフトバンク

の３社につきましても、その方向を打ち出して公表しております。 
 なお、５月１日以降新たに発売される端末については、機種購入から 180 日が経過して

いることを各社が条件として設けております。このため、５月に発売された端末について

は、１１月以降、原則ＳＩＭロック解除に無料で応じるということになっておりますので、

我々としても、今後その動向をきちんと押さえながら、業界の動向をウオッチしていきた

いと考えております。 
【荒川委員長代理】どうもありがとうございました。 
【中山委員長】２０１５年の認知度が出てこなければ、どれだけ効果があったかどうかわ

からないということですね。 
【堀内調査官】「ＳＩＭロック解除ガイドライン」につきましては、原則ＳＩＭロック解除

に応じるということを求めており、正当な理由なくＳＩＭロック解除に応じない場合は、

業務改善命令の対象になり得るということもガイドラインに明記をした上で改正を行って

おりますので、我々としては、今後、ＳＩＭロック解除の動向を今まで以上に的確に押さ

えていきたいと考えております。 
【中山委員長】他にはいかがでございますか。 
【森特別委員】１０ページのところで、ＭＶＮＯのサービスに関する動向のご説明があっ

たかと思いますが、今現在のＭＶＮＯの数は、ＭＮＯを除くと１８１社ということで、か

なり増えているかと思うんです。この１８１社のうち、規模がどのような形でこの１８１

構成しているのか。大きなところと、小さなところと、とても小さなところという感じで
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ばらけているのか、そのあたりの詳しい状況を教えていただければと思うのですけれども。 
【堀内調査官】まず、先ほど１０ページのスライドでご紹介をいたしましたＭＶＮＯの事

業者の数につきましては、電気通信事業報告規則に基づき報告をいただいている数を記載

しておりますが、会社規模等の詳細は把握できていないところもございます。 
 我々としましては、ＭＶＮＯの振興というものを、これからも一層力強く進めていかな

ければいけないと考えており、まさに今般、電気通信事業報告規則の改正案をパブリック

コメントに付しているところでございます。我々としても、より詳細な状況が把握できる

よう、制度整備を準備しているところでございます。 
【中山委員長】よろしゅうございますか。 
【森特別委員】すみません、もうちょっと教えていただきたいのですが、あまりにも数が

多いＭＶＮＯというのが登場しているかと思いますが、今後も推進されていくということ

ですが、どちらかというと、このＭＶＮＯのサービスをしている事業者というのはどんな

感じでしょうか。他のサービスなども同時に行っていて、ＭＶＮＯ以外のサービスなども

同時に行っているタイプが多いのか、それとも比較的零細でＭＶＮＯしか行っていないと

いう状況なのかがとても気になります。 
 といいますのも、今こういうふうに通信料金を下げるということのためにＳＩＭロック

解除をして、ＭＶＮＯの参入を促進して、競争を発展させていくという方向になっている

ことはよく存じ上げていますけれども、その結果、競争に敗れて衰退してしまう企業がど

のくらいあるのかといったようなことも、実際かなりの数ですので、そのあたりがちょっ

と気になります。もう少し設備状況など、先ほどモジュールといった部分では少しは持っ

ているというようなお話をされていましたけれども、今の段階でもしおわかりになること

がありましたら、もうちょっと教えていただければと思うんですけれども。 
【堀内調査官】ＭＶＮＯが、実際にいわゆるＭＶＮＯサービスだけをやっているのか、他

のサービスをやっているのかということについて、現時点、整理したものはございません

けれども、一例として申し上げますと、ＭＶＮＯとして有名なＩＩＪという会社がござい

ます。ＩＩＪは、もともとインターネット接続サービスを主たる業務として電気通信事業

を開始したのですが、最近はＭＶＮＯの大手としてＭＶＮＯサービスも提供しています。 
 ＭＶＮＯといいましても、いわゆる格安スマホを提供するようなサービス形態だけでは

なく、通信モジュール型のサービスを提供する場合、また、単純再販や再卸という、いろ

いろなパターンがございます。 
 このような状況を踏まえ、先ほど申し上げました電気通信事業報告規則の改正によりま

して、格安スマホ型でありますとか、通信モジュール型など、ＭＶＮＯサービスの詳細に

ついて、これらのサービスが実際にどの程度提供されているのかということを的確に把握

できるようにするため、省令改正案をパブリックコメントに付しているところでございま

す。今いただいたようなご指摘も踏まえ、今後的確に動向を把握できるよう、我々として

も心がけたいと思っております。 
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【森特別委員】ありがとうございました。 
【中山委員長】他にはいかがでございますか。よろしゅうございますか。 
 それでは、他に特段のご質問等がなければ、質疑を終えたいと思います。堀内調査官に

は誠にありがとうございました。 
 
＜議題（２）電気通信紛争処理委員会令の一部改正について＞【公開】 

【中山委員長】それでは、続きまして、議題２の電気通信紛争処理委員会令の一部改正に

ついて、事務局の市川上席調査専門官からご説明をしていただきます。お願いいたします。 
【市川上席調査専門官】お手元の資料１５５－２をご覧ください。電気通信紛争処理委員

会令の一部改正について、ご説明を差し上げます。 
 １枚おめくりください。こちら、電気通信紛争処理委員会令の一部改正でございますが、

背景といたしましては、地方分権改革の一環で行われました昨年の放送法改正がございま

す。こちらの改正の概要につきましては、昨年９月に担当課室でございます情報流通行政

局の地域放送推進室から委員会にもご説明をいただいたところでございます。 
 改正内容をかいつまんで申し上げますと、小規模施設特定有線一般放送といったものを

定義づけまして、ある程度規模の小さな共聴施設等によって行われます地上テレビジョン

放送の再放送を、小規模施設特定有線一般放送と位置づけた上で、その事務権限を都道府

県知事に移譲するといったことが中身になっております。 
 この権限移譲ですが、一括法によって実施されております。上の囲みの中の米印に書い

ておりますけれども、「地方の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関

係法律の整備に関する法律」を定めまして、その中に放送法の一部改正も盛り込まれてい

るというつくりになっております。 
 この放送法改正に伴いまして、電気通信紛争処理委員会令も一部改正をいたしました。

都道府県知事に移譲される事務権限に対応いたしまして、委員会から都道府県知事に対し

て資料の提出等の必要な協力を求めることができるようにするといったものが、おおまか

な概要となっております。 
 この委員会令改正のそもそもの必要性でございますが、改正放送法は、先ほども申し上

げましたが、小規模施設特定有線一般放送に関する事務権限を総務大臣から都道府県知事

に移譲いたしますけれども、この事務権限の移譲後も、小規模施設特定有線一般放送を行

う事業者は、例えば地上テレビジョン放送の再放送同意についてなかなか同意が得られな

いですとか、協議が整わないといったような場合は、例えば委員会に対するあっせんの申

請でございますとか、総務大臣に対する裁定の申請といったものが引き続き可能というこ

とになっております。 
 したがいまして、あっせんの申請ですとか、裁定の申請といったものがあった際に、委

員会がその内容について調査・審議を行う場合におきまして必要な資料がある場合は都道

府県知事に求めることができるようにする必要があるということで、今般委員会令の規定
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を整備したものでございます。 
 改正後の委員会令の条文でございますが、１つの条文のみの改正でございまして、簡単

に本文を記載しております。こちら、第３条で、「資料の提出等の要求」という条見出しで

条文が１条定まっております。こちら、今までは関係行政機関の長のみに資料の提出等、

必要な協力を求めることができるとされていたものでございますが、この中に、「又は関係

都道府県知事」という文言を追加することで、今後は都道府県知事に対しても必要な協力

を求めることができることにしたものでございます。 
 こちらの一部改正の内容につきましては、一般からの意見募集、パブリックコメント手

続を行いましたが、特段異論等は寄せられませんでしたので、当初の案文のまま改正に移

りたいと考えております。現在、総務省内におきまして、閣議請議に向けた準備を進めて

おりますけれども、こちらが順調に進みましたら、本年１２月中に閣議決定が行われまし

て、しかるべき期間を置いた後に官報掲載されて公布という運びになります。 
 そして、施行でございますが、改正放送法の施行と同日でございます来年４月１日の施

行を予定しております。これによりまして、今後仮に小規模施設特定有線一般放送を行う

事業者からあっせん、裁定等の申請があった場合であっても、必要に応じて都道府県知事

に資料を求めることができる仕組みが整うというものでございます。 
 ２ページ目につきましては、昨年こちらの放送法改正について委員会に担当課室から説

明をいただいた際の資料を参考として添付しております。中の図をご覧いただきたいので

すが、では、どういったものが小規模な施設の有線一般放送に該当するかというものでご

ざいますけれども、例えば辺地共聴施設ですとか、集合住宅共聴でしたり、受信障害対策

共聴施設といったものが対象となっております。 
 上段の（１）をご覧ください。５００端子以下の有線放送施設であったり、あとは基幹

放送の同時再放送のみであったり、区域外再放送は対象外、あくまで区域内、同一都道府

県内の再放送が対象、といったような形で小規模施設特定有線一般放送の要件が定められ

ております。 
 私からの説明は以上でございます。 
【中山委員長】ありがとうございました。ただいまのご説明に関しましてご質問、あるい

はご意見等がございましたらお願い申し上げます。 
 よろしゅうございますか。特段のご質問等もないようでございますので、質疑を終えた

いと思います。 
 
＜議題（３）電気通信紛争処理マニュアルの改訂について＞【公開】  

【中山委員長】続いて、議題３の電気通信紛争処理マニュアルの改訂につきまして、引き

続き事務局の市川上席調査専門官からご説明をいただきます。お願い申し上げます。 
【市川上席調査専門官】では、次は、お手元の資料１５５－３に基づきまして、電気通信

紛争処理マニュアルの改訂についてご説明を差し上げます。 
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 １枚おめくりください。今般のマニュアルの改訂でございますけれども、現行のマニュ

アルは平成２６年３月版でございまして、それ以来の改訂となります。前回改訂以降の制

度改正でございますとか、当委員会において処理いただきました紛争処理事例の追加等を

踏まえた現行化が主な内容となっておりまして、委員会発足以来、今回で１２回目の改訂

となります。 
 なお、マニュアルの改訂につきましては、特に定められた期間で改訂を行うといった制

度のつくりにはなっておりませんで、適宜のタイミングで改訂を行うということで、今ま

で改訂を実施しております。 
 主な改訂内容につきましては、資料の中段以降に四角のマークがついた箇条書きでご説

明をいたしております。まず第１点ですが、マニュアル利用者のための早引き表を今回初

めて追加したというものでございます。今回のご説明に当たりまして、席上に非常に分厚

くて恐縮でございますが、マニュアル案を１部ずつ配付しております。そちらの表紙から

２枚目をおめくりいただきたいのですが、早引き表といったものはどういったものなのか

といいますと、こちら冒頭に追加したものでございます。 
 例えばこのマニュアルをご覧いただく方が電気通信事業者か、放送事業者か、その他の

方々かということに従いまして、別表何番をご覧くださいといったようなことが矢印で示

されております。 
 次のページ以降にその事業者分類に対応した別表が記載されております。例えば１－１、

電気通信事業者でございましたら、例えばその紛争の相手方が同じ電気通信事業者であれ

ば、接続に関する協定についてあっせん、仲裁、総務大臣の協議命令、総務大臣の裁定と

いったような手続が可能ですと。つきましては、第Ⅰ部、手続解説のこのページを直接ご

覧くださいといった形で、個々の事業者の関心を持たれている手続等に応じて、よりダイ

レクトに参照すべきページにたどり着くことができるような工夫を冒頭でしたものでござ

います。 
 次に、主な改訂内容の第２点でございますが、必要的諮問事項に係る解説の追加を行い

ました。電気通信事業法の一部改正が本年４月１日から施行されまして、電気通信設備統

括管理者の解任命令が当委員会の必要的諮問事項として追加されております。これに伴い

まして、手続解説におきましてその改正内容に基づいた解説を追加したといったものが、

主な改訂内容です。 
 次に、第３点でございますが、紛争処理事例の追加でございます。平成２６年３月以降、

あっせんにつきましては４件を処理いただいております。その内訳としては、地上基幹放

送の再放送の同意に関する紛争が３件。こちらは、昨年７月にあっせん申請が大分のケー

ブルテレビ事業者３社から行われた案件でございます。また、卸電気通信役務の提供のた

めの契約の細目に関する紛争が１件。こちらは、残念ながら本年３月にあっせん申請があ

ったものの、相手方事業者が手続に応じず、あっせん不実行となった案件でございますけ

れども、これら計４件を事例集成に追加したものでございます。 
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 最後に、第４点ですが、法令ですとか、各種データを更新するとともに、今回のマニュ

アル改訂にあわせましてマニュアルの電子版の委員会ホームページへの掲載方法を見直す

こととするといったことが内容でございます。このホームページの掲載方法につきまして

は、２ページ目に簡単なイメージ図を掲載しておりますので、そちらをご覧ください。 
 ２ページ目ですが、これは総務省の電気通信紛争処理委員会のホームページをそのまま

スクリーンショットで掲載したものでございます。現状、マニュアルをホームページでご

覧になる方は、一番上にあるリンクで全ページをダウンロードしてご覧いただくか、第Ⅰ

部、第Ⅱ部といった部単位での一括ダウンロードといったような形でしか内容を見ること

ができませんでした。そこで、先ほどご紹介した早見表と同じような考え方による工夫で

すけれども、個別の事業者、どういった類型の事業者が、どういった手続に関心を持って

いるかといったことに即しまして、よりダイレクトに参考となるページにたどり着けるよ

うな工夫を今回してみるということでございます。 
 見直し後につきましては、第Ⅰ部の手続解説、第Ⅱ部の事例集成につきまして、例えば

電気通信分野に関するあっせんであったり、放送分野に関するあっせんであったり、事業

者のどういった手続に関する記述かといったことに基づきまして、より分類を細分化いた

しまして、よりダイレクトに参考となるページにたどり着けるような掲載方法の見直しを

検討したいと考えております。 
 私からの説明は以上でございます。 
【中山委員長】ありがとうございました。ただいまのご報告に関しまして、ご質問、ご意

見、さらにはアイデア等がございましたら、お願い申し上げます。よろしゅうございます

か。 
 それでは、ご質問等もないようですので質疑を終えたいと存じます。以上で公開の議題

は終了となります。傍聴者の皆様は、恐縮ですがご退室をお願いいたします。 
 
＜議題（４）あっせん終了案件について＞【非公開】  

※ この部分については、非公開にて開催した。 
 
＜閉会＞【非公開】 

※ この部分については、非公開にて開催した。 
 
＜議題（１）「電気通信事業分野における競争状況の評価２０１４について」に関する補足＞ 

【清水参事官】先ほどの競争評価の関係で、堀内調査官から補足をしたいことがあるとい

うことですので、ご説明させていただきます。よろしくお願いします。 
【堀内調査官】お時間を頂戴しまして恐縮です。先ほど森特別委員から、ＭＶＮＯにつき

まして、事業者の規模のお話がございました。ご紹介しようと思っておりましたが、失念

しておりましたので、補足説明をさせていただきます。 
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【中山委員長】どうぞ。 
【堀内調査官】ＭＶＮＯについて、その契約者数の規模で見た場合、２０１４年１２月末

時点の数値で申し上げますと、契約数が３万以上の事業者は２５社、契約数１０万以上の

事業者は１８社、契約数５０万以上の事業者が５社となっております。 
 今私が申し上げた点につきましては、本日お配りいたしました「電気通信事業分野にお

ける競争状況の評価２０１４」の５５ページに記載をさせていただいておりますので、ご

覧いただければ幸いでございます。補足説明は以上でございます。 
【中山委員長】森特別委員、何か重ねてございますか。 
【森特別委員】いえ、詳細なデータをありがとうございました。 
【中山委員長】よろしゅうございますか。ありがとうございました。 

以上 


